
わが国の戦後最長の景気回復のけん引役となっている愛知県。その元気の源は、

トヨタをはじめとした輸送機器業界、およびそれに付随した形で海外へ進出してい

る機械機器業界の積極的なグローバル展開によるものだとされている。

確かにその要素が大であることは間違いない。だが、「ものづくり愛知」の真骨

頂は自動車ばかりではない。日本有数の農業地帯である三河地方などで穫れる豊か

な一次産品や、その良質な素材を生かした加工品とそれを支える加工技術は、知名

度という点では今一つだが、全国トップを誇るものが多数存在する。逆にいえば、

そうした“知るヒトぞ知る“名産品やノウハウを数多く抱えていることが、愛知の

強さの礎となっているのである。

本稿は、このような愛知の「食に関わるものづくり」が持つ、多面的な特性の背後にあるものを整理し、こ

れからの新たなグローバル展開の要諦を切り出すことを目的としている。

まずはじめに、マクロ的な視点で愛知に所在する企業を取り巻く地域・社会としての環境や文化について俯

瞰した。

次に、そうした環境で生まれ育ち、業界の先陣を切ってグローバル化を果たした3社について、取材を通じ

て得られた各社のミクロの成功要因を、【生産・加工】【市場・販売】【ヒト・風土】【取引・規制】の4つの切

り口でまとめた。

そして最後に、マクロ・ミクロの両面を通じて得られた、愛知の食のグローバル化がさらなる進化・発展を

遂げるための要件を、『融合力』『変革力』『品質力』『地元力』の“4つの力”としてまとめ、結論とした。

グローバリゼーション3.0

ものづくり文化が生きる愛知の食のグロ
ーバル戦略
Global Strategies for Aichi’s Food Industry, Rich in the Culture of ‘monozukuri’

Aichi prefecture is a significant driver of the current economic recovery, which has become the longest in the post-war period. Many

believe Aichi’s power is derived from the transport machinery industry’s strenuous pursuit for globalization which has gone hand in

hand with the equipment machinery industry, both actively expanding their operations abroad. This is represented by Toyota Motors

and countless other leading companies in these industries.

While it is most certain that the two industries are no doubt a crucial source of Aichi’s power, the best of Aichi’s renowned

‘monozukuri’(which translates to‘the art of making things’) is not just about automobiles. In fact, Aichi boasts an abundance of top

ranked items in the nation, even if they have not won as high a reputation as its automobiles.

To name but a few, there are a range of rich primary commodities including the agricultural products from Japan’s leading agricultural

belt; the Mikawa Region. The processed products using these rich materials are of top quality, and the region possesses various

processing technologies developed to support their production. Conversely,“having so many top-ranked specialties in the country

only known by people in the know”, is exactly the foundation of what Aichi’s strength and reputation are built upon.

The aim of this paper is to clarify what is behind the multiple facets of Aichi’s‘monozukuri’surrounding the food industry, and to derive

the key factors for the industry’s future global expansions.

The paper starts by giving a macro-perspective overview of the regional and social dimensions of the rich culture and environment

surrounding companies in Aichi.

This is followed by presenting the success factors identified from interviewing three local companies which grew and expanded within

this thriving culture, and eventually became pioneers in their respective industries in“going global”. The factors of their success will

be looked into from four aspects: production and processing, marketing and sales, the people and culture, and the business and

regulatory environment.

Finally, the paper concludes by presenting the requirements for further globalization of Aichi’s food industry from both a macro and

micro perspective, which the author views are the“four powers”of“integration”,“innovation”,“quality”, and“localism”.
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（１）神秘の魚が投げかける食のグローバル化が抱える

課題

外国人から見た日本食といえば、その代表格である寿

司を筆頭に、素材の味を生かし、あっさり薄味に仕上げ

た上品な味わいが特徴である。昨今の世界的な健康志向

もあいまって、日本食ブームは、今、新たなる進化・発

展の時代を迎えているとされている。

そんな日本食の中にあって、ウナギは明らかに異質な

存在である。濃厚なたれを使い蒲焼きにして食べるウナ

ギは、昔から“土用の丑の日”に食べると精がつくとさ

れた高栄養価・高カロリーの食材である。日本食好きの

外国人であっても、このウナギだけは苦手とする方も珍

しくない。実は、世界中のウナギの年間消費量の約7割

に相当する10万トンを、我々日本人だけで食している。

ウナギは、まさに“日本人のための日本食”だといえよ

う。

ところが、この日本人が食べているウナギの約8割は、

中国、香港、台湾の3国からの輸入に頼っているのが実

情である（図表1.1）。しかも、残りの2割についても、

シラス（稚魚）は、同3国から輸入しているため（図表

1.2）、純粋な日本産としての国内漁獲高はわずか0.3%、

ウナギ専門店でもこれにお目にかかることはまず無い。

未だその生態には多くの不明点を残し資源枯渇が叫ばれ

て久しいウナギを、日本人は世界中から買い集め、平ら

げているのだ。世界的な食糧問題や輸入食品の安全性へ

の関心が高まる一方で、この確たる事実を知っている日

本人は、残念ながらほとんどいない。

要するに、シラスも含めれば、ウナギは99.7%が輸入

品であるわけだが、ウナギの産地はシラスが入れられた

養殖池の場所が法的な産地として定義される。なぜなら、

通常、漁獲されて養殖池に入れられるまでのシラスはエ

サを必要とせず、一度、池に入ったウナギは、基本的に

その池で出荷まで養殖される。よって、池の品質がウナ

ギの品質を左右することから、池の所在地を産地として

1 はじめに

図表１.１　鰻の国内生産量、輸入量の推移

資料：財務省「貿易統計」、農林水産省「漁業・養殖業生産統計」
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定義するのである。

このウナギの養殖池が市町村別で日本一多い、つまり

日本最大のウナギの生産を誇る基礎自治体が一色町（愛

知県）である。「ウナギは浜松」と思われがちだが、一色

町のウナギの養殖は、百年以上の歴史を有しており、名

古屋名物「ひつまぶし」を支える名産地である。温暖な

気候と穏やかな三河湾に面した地理的条件に恵まれ、戦

後の農地転用による養鰻池の増加、60年代の魚粉配合飼

料の開発、さらにはビニールハウスの中に池を作る「ハ

ウス加温式養殖」が導入されたことで、同町の養鰻業は、

飛躍的な成長を遂げてきた。世界からかき集められた貴

重なシラスと、こうした一色町らが培ってきた高度な養

殖技術とによって、今日の日本のウナギは、辛うじて守

られているのである。

一色町では、数年前から「一色うなぎ」を名実ともに

日本一とすべく、特許庁の「地域団体商標」や農林水産

省の「地域ブランド認定」を進めてきた。そうした努力

が、ようやく実りかけていた矢先であった昨年(2007

年)、半数以上のシラスの輸入元である台湾がシラス禁輸

を決定した。

日本の食糧事情は、ついには“日本人のための日本食”

ですら食べられなくなる絶体絶命の危機に瀕している。

（２）愛知県経済・産業の特徴

それはさておき、愛知県の県内総生産額は、2005年

度の数字で約36兆円。これは全国の約7%を占め、1位

東京都のおよそ4割、2位大阪府にあと3兆円弱にまで迫

る第3位の規模となる（図表1.3）。単純には比較できな

いが、オーストリアやポーランドなどの北欧や中央ヨー

ロッパの国々の一国分に相当すると評されることもある。

36兆円の産業別の内訳は、製造業が約3分の1を占め

る、言わずと知れた“ものづくり日本”を代表する一大

工業地帯である。工業出荷額39兆円は、2位神奈川県の

2倍にもおよぶ断トツの第1位であり（図表1.4）、

1977年以降、30年間もトップをひた走り続けている。

そうしたものづくり愛知の象徴ともいえるトヨタ自動

車が、昨年（2007年）、ついに自動車生産台数でＧＭを

図表１.２　輸入国別シラス鰻の輸入額の推移

資料：財務省「貿易統計」
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図表１.３　都道府県別県内総生産（名目、10億円）
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資料：内閣府 経済社会総合研究所

図表１.４　都道府県別製造品出荷額（2005年、従業者４人以上の事業所）
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抜いて世界のトップに立った。今年は、販売台数でも首

位になることが確実視されている。さらには世界に先駆

け取り組んできた環境技術分野、ロボット技術分野にお

いても世界中から高い注目を集めている。名実ともに

“世界のトヨタ”の勢いは止まるところを知らない。

巷では、ほんの数年前まで、愛知万博「愛・地球博」

の開催、中部国際空港「セントレア」の開港といったビ

ッグイベントの特需が終わる2006年以降の愛知経済を、

大きく懸念する向きがあった。だが、一部に陰りは見ら

れるものの、上述したようなトヨタ自動車の好調ぶりに

大きく支えられ、愛知は今なお堅調に推移、戦後最大の

景気拡大期のけん引役を担っている（図表1.5）。

（３）本稿の狙い①　～トヨタ以外の愛知に

こうした背景から、今回、愛知のグローバル化をテー

マとするにあたり、まず最初にイメージしたのは、やは

りトヨタであった。アメリカ、中国、そしてインドへと

積極果敢な世界戦略を展開しているトヨタに焦点をあて

れば、それだけで日本のグローバル戦略の縮図といった

ものが読み取れるであろう。

しかし、そうしたトヨタを中心としたグローバル化に

関する著書は、すでに他にも多数存在している。ここで、

自動車業界を専門とするわけでもない著者が改めて論じ

るまでもない。ここではあえてトヨタ以外の領域、それ

もできるだけ地域に根ざした中小企業にスポットをあて

ることで、この日本一元気な愛知県企業の本当の強さの

秘訣を探ってみたいと考えた。

また、この前提に立ってなお、地域に深く根ざすトヨ

タ文化・イデオロギーの間接的な影響までを完全に避け

て通ることはできるはずもなく、そこから愛知とトヨタ

との密接な関係性といったものも垣間見えてくるかもし

れない。

（４）本稿の狙い②　～地域特性が集約された食文化に

全国的には、愛知県民のことを、県庁所在地の名古屋

市でひっくるめて“名古屋人”と呼ぶ方が多い。その名

古屋人の特徴といえば、「ケチ」「ブランド品に弱い」「ア

ピール下手」といったどちらかといえばネガティブな印

象が浸透している。

ところが、そんな名古屋のイメージが、好調経済を背

景に全国から注目されるようになり、最近になって急に

変わり始めた。その顕著な例のひとつが“名古屋めし”

図表１.５　業況判断D.I.の推移
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である。名古屋めしとは、冒頭の「ひつまぶし」をはじ

め「味噌煮込みうどん」「きしめん」といった伝統的な郷

土料理に加え、「みそかつ」「手羽先」「あんかけスパ」は

たまた「小倉トースト」といった、この地域独特の食文

化のことを指す。名古屋めしは、“食べてみるまでは奇抜

な食材の組み合わせに違和感を覚えるが、いざ一口食べ

てみると味はうまい”と評されるように、いかにも実利

主義の名古屋人らしい特徴がウケ、一気に全国区のブー

ムを巻き起こした。

もともと、日本国土の中心部に位置する立地特性から、

愛知県は古くから東西の経済・文化が融合する地域であ

り、また、尾張藩の士族に対する「職芸奨励制度」など

もあったことから、ものづくりを尊重し極めようとする

文化が芽生え、根付いていった。

人々の生活に最も密着している食品産業には、その地

域の歴史や文化・技術が凝縮されている。冒頭に示した

一色町のウナギが例であるように、名古屋めしの食材や、

あるいはミツカンやカゴメをはじめとした愛知県内に所

在する食品関連企業は、このような愛知県特有の絶妙な

地域環境や歴史的背景があったからこそ生まれ育まれた

ものである。

食糧自給率が40％にも満たないわが国において、食に

おける世界各国との関係性は、極めて重要な事柄である。

特に、昨今の原油高、穀物相場の高騰、次々と発覚する

輸入食品の事件・トラブルによって、人々の食に対する

関心はますます高まっている。こうした様々な難題に対

して、ものづくり愛知は、どのように立ち向かおうとし

ているのだろうか。

本稿では、愛知県および中小の食品関連企業にスポッ

トをあて、これからの本格的なグローバル時代の中にお

ける、愛知の、さらには日本の食の新たなる活路につい

て考察する。

（１）愛知県産業のもうひとつの側面

今一度マクロな視点に立ち戻るが、愛知といえばトヨ

タ、すなわち“自動車産業のまち”というイメージが強

い。前述した愛知県工業出荷額39兆円の、なんと約半分

を輸送用機器が占めている。

だが、実は自動車以外についても、愛知県には全国上

位を占めている製造業種が多数存在する（図表2.1）。愛

知県は、平安・鎌倉の時代から陶器や瓦の産地として栄

えていた。また、かのトヨタも織機で創業したように、

繊維・織物産業は、つい最近までの主要産業の一つであ

った。その他、木工、ゴム・プラスチック、鉄鋼、機械、

電機など、全国1位の生産を誇る業種が数多くあり、そ

れぞれの業種で、御幸毛織、森村グループ、メルコとい

った業界最大手クラスの企業が続々と顔を揃える。

また、愛知県は農業産出額でも全国第5位に位置する

農業県である。このことは、地元県民にも意外と知られ

ていない隠れた特徴である。しかも市町村単位で見れば、

田原市が全国第1位、豊橋市が第6位に入るなど、県南の

三河地域は日本有数の農業地帯なのである（図表2.2）。

特に花卉の生産においては、キク、バラ、洋ラン、観

葉植物などの数々の品種で日本一を誇っており、「全国の

花卉相場は三河で決まる」などといわれるほどである。

また加えて、この三河には、うなぎ養殖の一色町や抹茶

の西尾市、また三河湾一帯で獲れるあさりなど、知る人

ぞ知る日本一が数多く存在する。

こうした農業や水産業という一次産業の柱を有してい

ることは、3大都市圏の中で唯一、愛知県だけが持つ特

徴であり、底力の源である。愛知のものづくりは、多種

多様な工業とともに、一次生産までを含めた実にバラン

スの取れた土地柄、恵まれた環境によって支えられてい

る（図表2.3）。

（２）愛知県企業の海外進出

国内において、かなり競争優位な条件に満ちた愛知県

の産業環境は、ともすれば海外展開の積極性を阻害する

要因ともなりかねない。

しかし、愛知県企業の海外進出は、件数で東京、大阪

に次いで3位、過去10年間の伸び率では甲信越・北陸に

次いで2位という高い伸びを示している（図表2.4）。こ

2 グローバル化の魅力に満ちた愛知県
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れもトヨタのグローバル戦略に伴う影響が大きいと予想

されるが、業種別に見てみると、直接関連する輸送機器

製造業は13%に過ぎない（図表2.5）。機械商社など間

接的にトヨタに付随し進出した業種を考慮したとしても、

多様な企業が海外進出を果たしている状況であることは

間違いない。

企業規模別でも、約1/3は資本金5,000万円以下の中

小企業であり（図表2.6）、大多数とはいえないものの、

独自の経営判断で海外進出を行った中小企業は確実に存

在する。そうした企業の実態については、次章の事例を

通じて詳しく述べる。

（３）愛知県の貿易、食料品の輸出入

グローバル化のもうひとつの方向性である貿易につい

ては、全国9税関の中で名古屋税関は、輸出で25%の構

図表２.１　品目別製造品出荷額（2005年）

資料：経済産業省経済産業政策局「工業統計表（工業地区編データ）」より

図表２.２　農業産出額の全国上位10市町村（億円）

注：※印は平成18年に合併した市町村である。
資料：農林水産省
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図表２.３　愛知県製造業の系譜

機械の産業 糸の産業 

三河、知多の木綿 

木の産業 土の産業 

生産財としての繊維 

自動車工業 機械工業 

瀬戸・常滑の陶土 

鎌倉時代から 
窯業の産地を形成 

江戸時代から綿織物の 
産地を形成 

江戸時代に和時計つくり、 
からくり人形の技術に伝播 

明治時代以降 
棉・毛・合繊の繊維産業 

明治時代以降 
近代セラミックス工業 

木曽の木材 

時計産業 

航空機産業 

宇宙産業 

洋食器 

材木 

建具 家具 

プラグ 

衛生陶器 

建築用タイル 

ファインセラミックス工業 

ガイシ 

エレクトロニクス（IC基盤） 

エネルギー（燃料電池） 

エレクトロニクス技術 

情報通信技術 

エコロジー（排ガス機器） 

バイオテクノロジー 
（排水処理プラント） 

工作機械 産業機械 

射出成型機 繊維機械 

産業用ロボット 木工機械 

レーザー加工機 包装機械 

メカトロニクス技術 

マルチメディア産業 

資料：名古屋市市民経済局「産業の名古屋2001」等を基に、愛知県が作成

図表２.４　海外進出企業の本社所在都道府県別出資件数の推移

資料：東洋経済新聞社「海外進出企業総覧」より
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図表２.５　海外進出企業の業種別構成比

輸送機器 
13％ 

一般機器 
8％ 

繊維 
7％ 

金属製品 
7％ 

電気機器 
6％ 

食料品 
4％ 

その他 
28％ 

卸売業 
14％ 

サービス業 
4％ 

非製造業 
27％ 

製造業 
73％ 

進出企業 
554社 

運輸業 
2％ 

小売業 
2％ その他 

5％ 

資料：愛知県「2006年における愛知県内企業の海外事業活動」より

図表２.６　資本金規模別の海外進出企業数

0 50 100 150 200 企業数 
社 

10億円超 

10億円以下 

3億円以下 

1億円以下 

5千万円以下 

資
本
金
額 

■ 製造業 
■ 非製造業 

96 36

57

42

80

137 50

13

20

23

資料：愛知県「2006年における愛知県内企業の海外事業活動」より

図表２.７　税関別貿易額

資料：名古屋税関「平成18年度分管内貿易概況【確定値】」より
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図表２.８　関東・関西・中部地域の輸出入額の伸び

2.20 

2.00 

1.80 

1.60 

1.40 

1.20 

1.00 

0.80

中部圏（輸出） 
中部圏（輸入） 
関東圏（輸出） 
関東圏（輸入） 
関西圏（輸出） 
関西圏（輸入） 

96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06
資料：（財）中部空港調査会「中部国際空港における複数滑走路の必要性（緊急提言）」より

図表２.９　2006年 全国港別輸出入貿易額順位表

資料：長崎税関HPより
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成比を占めるトップであり（図表2.7）、2000年以降、

輸出入ともに大きく伸びている。2005年からの急激な

伸びは、中部国際空港の開港が押し上げたものである

（図表2.8）。輸出額で全国13位（※中日新聞08/2/15

の記事によれば開港前の名古屋空港と比較すると約7.5

倍に増加）、輸入額で16位（※同約1.4倍）の実績は、

開港前に課せられていた大きな期待にも十分応えている

といえよう（図表2.9）。

しかし、今回のテーマとして取り上げた食料品に限っ

て見てみると、輸入額2,058億円は、総輸入額6兆

2,490億円のわずか3.3%にすぎず、これは全国平均の

8.5%の半分にも満たない数字である。しかも輸出額に

至っては143億円しかなく、対総輸出額比は0.1%と極

めて少ない（図表2.10）。もちろん、名古屋税関を通じ

た輸出入だけが、愛知に関わっているわけではないが、

少なくとも現時点においては、愛知の食と輸出入とのマ

クロ的な相関関係は微少に止まる。

つまり、愛知県産の豊かな食材も、本格的に海外に輸

出するところにまでは、まだ至っていない。だが、輸入

に関してみた場合、やや遠まわしにではあるが、どうや

ら名古屋めしが輸入食材に頼りきったものではなく、真

に地元名古屋の食材を生かしている、ということはいえ

そうだ。

（４）国際認証、環境への取組み

製造業の比率の多い愛知県は、国際標準化機構ISOへ

の取組みが早かった地域としても知られている。品質保

証に関するISO9000シリーズ、環境活動に関する

ISO14000シリーズ、ともに国内の10万件以上の事業

所のある主要都道府県における、事業所あたり認証取得

率は全国トップに位置する（図表2.11）。

ものづくりに品質保証が欠かせないのは当然のことで

あり、加えて、いわゆる“お墨付き”に弱い愛知の県民

性も重なったことから、愛知県の認証取得を促したので

はないかと考えられる。

すでに広く知られているように、トヨタ自動車は、「第

三者機関に認証してもらう必要が無い」、「品質の改善・

向上につながらず、むしろ過剰書類になる傾向がある」

といった観点からISOをやんわりと否定するような動き

図表２.10 輸入国別食料輸入額（百万円、2006年）

資料：財務省「貿易統計」Ｈ18年（確報）報道発表
「平成18年における愛知県内貿易港の輸出入動向」平成19年12月　愛知県産業労働部産業立地通商課国際産業交流グループ
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を取ってきたのも事実である。しかし、ISO14000につ

いてはトヨタも環境イメージを強くしていきたい思惑か

ら、取引先に取得を義務化あるいは奨励するなどしてお

り、認証取得が進んでいる。

この国際認証については、食品ということでいえば、

昨今の食品偽装問題や安全・安心に対する不安が大きな

社会問題となっていることから、食品安全マネジメント

のISO22000についても情報収集を試みてみた。だが、

この認証は2005年9月に正式発行されたばかりであり、

統計的なデータを得ることはできなかった。

ISO22000に類する食品の衛生管理を対象としている

認証制度としてはHACCPがある。HACCPは、現在14

の都道府県および政令指定都市がそれぞれ独自の仕組み

で認定しているものであるが、2007年12月末現在、愛

知県では39の施設が認定されている。

もちろんいくら国際認証を受けたからといって、それ

だけで世界に通用する保証が得られるわけではない。だ

が、こうした企業努力の積み重ねが愛知県企業の底力を

築く源となっており、その結果として、国際認証がアド

バンテージを持っている証となっているといえよう。

（５）愛知県民の国際化

愛知県のマクロ的なグローバル環境を整理する最後に、

一般生活者としての国際化が進んでいる状況を見ておこ

う。

2006年末時点の愛知県内の外国人登録者数は、20万

6,674人、年々過去最高記録を更新している（図表

2.12）。21万人といえば、これは県民総人口730万人

の約3％、およそ35人に1人は外国人という計算になる。

国別では、ブラジル7.6万人、韓国・朝鮮4.3万人、中

国3.6万人と続く。全国的には、韓国・朝鮮と中国がそ

れぞれ60万人弱に対してブラジルは約半分の31万人。

つまり、全国のブラジル人のうち4人に1人は愛知に住ん

でいる圧倒的にブラジル人率の高い県なのである。特に

多いのは、豊橋市、豊田市、岡崎市といった三河の主要

都市である。彼らは、深刻な人手不足に悩む三河地域の

製造業や建設業にとっての貴重な労働力になっていると

推察される。同地域には、ブラジル料理の店やブラジル

の食材を販売するブラジルショップも多数出店している。

図表２.11 都道府県別　ISO適合組織件数、食品リサイクル法登録再生利用事業者数（※事業所数10万以上の都道府県）

資料：「ISO 9001適合組織統計データ」、「ISO 14001適合組織統計データ」（2008/1/1、財団法人日本適合性認定協会HPより）
事業所企業統計調査　「全産業事業所数」（H16、総務省統計局）
食品リサイクル法登録再生利用事業者数（2007/10/11時点）農林水産省HPより
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三河の中でも豊橋市には、県内最大の1.3万人ものブ

ラジル人が住み、人口比は3.3%におよぶ。ブラジル移

民100周年を迎える本年は、外務省が「日本ブラジル交

流年」として日本各地でさまざまなイベントを計画して

いる。その一環として、豊橋市でも9月に国際交流イベ

ント「豊橋ブラジルDay～Somes Amigos！～友だち

になろう～」の開催が予定されている。

生活習慣や文化の違い、また公共施設や小中学校での

ポルトガル語対応の問題など、さまざまな課題を抱えつ

つも、県内各地で、企業、行政、市民・NPOなどが一体

となった本格的な国際交流が始まっている。

なお、共立総合研究所の調べによれば、東海3県（愛

知・三重・岐阜）に在住するブラジル人の年間消費額は

1,400億円におよび、これは名古屋地区最大の百貨店

「松坂屋」の年商にも匹敵する「地域経済にとって無視で

きない規模」だとしている。

この章では、これまで述べてきたような愛知県ならで

はのさまざまな特異性や風土の中で、実力を蓄え世界へ

と羽ばたいた食品関連企業をとりあげ、彼らの成功の軌

跡を辿りながら、この地域の食の企業がグローバル展開

の成否を分けるポイントをまとめる。

これをまとめるにあたっては、グローバル展開の要諦

として考えられる、次の「4つの切り口」を設け、次章

の最終章における総括へとつなげていきたい。

1つ目の切り口・・・【生産・加工】

2つ目の切り口・・・【市場・販売】

3つ目の切り口・・・【ヒト・風土】

4つ目の切り口・・・【取引・規制】

（１）「すしブーム」は、ほんの前兆に過ぎない（小淺

商事）

【事例企業①】

小淺商事株式会社（名古屋市中村区名駅5-1-7）

創業：明治元年、設立：昭和23年、代表者：白羽 清

資本金：240百万円、売上：301億円、従業員数：72名

事業内容：海苔の原料の卸売りと製品加工販売

おにぎりや寿司、あるいは伝統的な日本の朝食には欠

かせない海苔。海苔は、日本以外でも韓国や中国、イギ

リスなどでも食べられている。だが、それぞれの国によ

って食べ方は大きく異なる。また、ゴマ油の味付け海苔

が日本国内にも流通している韓国を除けば、1人当たり

消費量は極めて少ない“珍味”に相当する食材である。

その海苔を80年代前半から中国で「補償貿易方式（＝

機械設備を提供し、生産物を全量買い取る方式、リスク

図表２.12 愛知県市町村別外国人登録者数（2006年12月31日現在上位10市町村）

資料：愛知県地域振興部国際課調べ

3 グローバル展開の先鞭をきった先達た
ちの知恵
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の大半が小淺商事にかかる）」による事業をスタートさせ、

現在では年間30億枚もの生産に至らしめたのが、小淺商

事である。92年に地元企業との合弁企業を立ち上げるま

での生産量は3億枚に過ぎず、そこからのわずか15年間

で、立て続けに5つの合弁および独資の会社を設立、一

気に10倍の生産量にまで急成長させた。

この15年間には、数多くの試練があったが、失敗と工

夫を積み重ね、そして時に訪れるチャンスをうまくつか

み現在に至っている。

小淺商事に学ぶ「4つの切り口」のポイントは、次の

とおりである（図表3.1）。

現地の漁民の平均年収3万元（約96万円）は、所在す

る連雲港市の平均9千元（約14.4万円）の6倍以上にも

およぶ。小淺商事は、いわゆる“万元戸”を一気に生み

出した立役者でもあるわけだ。漁民の中には自家用車を

持つものも出てきており、中には不動産業まで始める方

もいるという。当然、周囲からも一攫千金を狙った新た

な参入組が続出している。

最初の合弁会社を立ち上げた当時、現地の最前線の当

事者であった白羽常務は、海外戦略の秘訣をこのように

語る。

「現地のヒトに愛されない会社はダメだ。現地のヒトの

考え方を大事にして、こちらも本音で話すことが大切だ。

2～3年やってダメなら帰るなどといった逃げ場を捨て

て、末永くやっていく覚悟さえ示せば、必ず協力してく

れるヒトはいる。」

と、ヒトとヒトとの関わりをしきりに強調する。

小淺商事の成功によって、今まで日本の海苔をまった

く見たこともなかったヒトが、こぞって海苔をつくり、

出来上がった海苔は、さらにまた海苔を知らない国や地

域のヒトが「おいしい」といって食べて海苔が伝わって

行く、そんな時代が訪れたのだ。

翻って日本国内の海苔市場は、生産者の高齢化、後継

者不足に悩み、頼みの綱であった贈答品市場の減退によ

り、特に高級品需要は大きく低迷している。そんな深刻

な問題を抱えていながら抜本的な手は何ら打たれていな

いのが実情だ。

日本が生んだ“黒い札束”は、今や世界で流通する紙

幣となりつつある。その為替相場は、祖国である日本を

抜いてしまう日も近いのかもしれない。小淺商事は、そ

うした展開も視野に入れながら、江蘇省沿岸部で、より

高品質な海苔の養殖に適した場所とヒトを求めて、今日

もまた地道な努力を続けている。

図表３.１　「小淺商事」の海外進出時の課題と、その解決策
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（２）“日本の”ではなく“世界の西尾”に（あいや）

【事例企業②】

株式会社あいや（西尾市上町横町屋敷15番地）

創業：明治21年、設立：大正11年、代表者：杉田 芳男

資本金：30百万円、売上：35億円、従業員数：77名

事業内容：抹茶をはじめとする茶類の製造・卸販売

世界でも緑茶を飲むのは主に東アジアであり、その消

費量の半分以上を中国が占めている。中国に次いで多い

のが日本、インドネシア、台湾と続く。だが昨今の世界

的な健康志向を背景に欧米でも消費が急増、アジア各国

で生産拡大が図られている。

そうした緑茶の中でも抹茶に限定していえば、もとも

とのルーツは中国から来たものであるが、日本では茶道

として発展してきた経緯もあり、誉れ高き日本文化の象

徴となっている。しかし、そうした文化的で崇高な飲料

として定着したことから、一般家庭における消費は極め

て少量に止まる。

ただし、抹茶の独特な渋みはチョコレートやアイスク

リームなどの甘味系の菓子類にとてもよく合うことから、

業務用需要は増加傾向にある。先に述べたように、西尾

市は抹茶の原料となる碾茶（てん茶）の生産量が日本一

であり、最近の高級アイスクリームの人気商品である

「抹茶」の多くは、西尾市の抹茶によってもたらされてい

る。

その西尾市に所在する あいやは、創業120余年の歴史

を持つ老舗であり、日本国内の抹茶の45％を供給する

No.1企業である。あいやは、業界最大手として、これま

で培ってきた技術と経験を生かし、90年代後半から抹茶

の海外市場を開拓。「Matcha」という名称を世界に浸透

させてきた先駆者である。

当初はなかなか緑茶に対する誤解が解けず、苦労の連

続であったが、欧米向けを中心とした輸出量は、2000

年の6トンから2006年には44トンと7倍に急増、当社

の総生産量の1割弱にまで伸張してきた。

あいやに学ぶ「4つの切り口」のポイントは、次のと

おりである（図表3.2）。

1999年に渡米し、ニューヨークで現地法人の設立

（2004年にロスアンゼルスに移転）を手がけた杉田武男

部長は、これからのあいやの展望をこのように語る。

「これまでいろんな国を見てきて、ひとつ分かったこと

図表３.２　「あいや」の海外進出時の課題と、その解決策
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がある。それは、抹茶を食材として見た場合、食文化の

発達した国には必ず需要があるということだ。たとえば、

イタリア、フランス、スペインなどには、それぞれ独特

の優れた料理文化がある。このような国々の素晴らしい

料理に抹茶が加われば、可能性は無限大だと思う。」

緑茶の輸出額は90年代前半まで数億円しかなかったも

のが、2007年現在で30億円超におよぶ成長を遂げてい

る（図表3.3）。抹茶単独の統計は収集できなかったが、

多様な国々に日本の緑茶が広がっていることが推察され

る。

一方、日本国内の緑茶の需要は、ペットボトル入りの

ドリンク茶の普及によって、1万1千トンを海外から輸入

しているのが実情だ。日本の伝統である抹茶が海外で嗜

好されるようになった裏側で、当の日本人は海外から輸

入した茶葉をペットボトルで飲む、なんとも由々しき事

態が起こっている。

あいやの抹茶は、「下山村（現・豊田市）の茶葉を、岡

崎市の石臼で挽いて、西尾で製茶する」というまさに愛

知県が誇る見事なビジネスモデルによって作られている。

こうした取組みは県が選ぶ「愛知ブランド」企業の認定

や、中小企業研究センターの「グッドカンパニー大賞」

優秀企業賞に輝くなど、高く評価されている。

あいやは、抹茶の良さを世界へと伝えることで、日本

人が忘れかけた抹茶の伝統をもう一度思い返させたいと

考えている。

（３）世界の食卓に、そして、地元三河の食卓に（平松

食品）

【事例企業③】

株式会社平松食品（豊橋市梅藪町折地2番地の1）

創業：大正11年、設立：昭和63年、代表者：平松 賢介

資本金：10百万円、売上：11億円、従業員数：140名

事業内容：佃煮、甘露煮の製造、販売

1600年ごろの江戸で始まった佃煮は、もともとは漁

師が獲った小魚を保存するために、味濃く煮詰めて作ら

図表３.３　緑茶の輸出額の推移

資料：財務省「貿易統計」より
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れたことが始まりであったとされる。その後、日本各地

に広まった佃煮は、それぞれの地場の素材に醤油、砂糖

で甘辛く煮詰めて作られ、それぞれの土地の伝統料理と

して受け継がれている。佃煮のこうした保存調理方法は、

世界的に見ても他に例がない。

豊橋市の佃煮づくりは「三河佃煮」として知られ、豊

富な魚介類を材料に江戸時代末期から続いている。素材

や温度・湿度に応じて微妙に炊き分ける職人技は、現在

14社となった佃煮業者によって守られ、全国の佃煮のお

よそ4分の1の生産量を誇る。

平松食品は、通常の佃煮の原材料となる乾燥小魚では

なく、鮮度の良い生魚を使用する、佃煮の中では最も高

度な技術を要する「甘露煮」を得意とする企業である。

さんま、いわし、あゆ、わかさぎ、といった生きのいい

魚達を、鮮魚からひとつひとつ丁寧に加工し、焼き上げ、

炊き上げ、味わい深い甘露煮へと仕立てあげている。

そんな平松食品の世界への展開は、まだ米国、中国へ

の販売を始めたばかりの段階である。しかしながら、90

年代後半からの、その卓越して先を見越した取組みは、

今回のテーマである「食のグローバル化」にふさわしい

ものであり、先の2例と同様に「4つの切り口」で整理し

てみると、その際立った特徴がうかがえる（図表3.4）。

今年、“アメリカ進出50周年”を迎えるキッコーマン

の茂木友三郎会長を尊敬する平松社長は、自らの夢であ

る世界進出に向けた戦略を、佃煮と醤油との決定的な違

いをとらえながら、このように語った。

「キッコーマンがアメリカに出た時、醤油は紛れもなく

日本の食卓に欠かせないものだった。だからアメリカで

も支持された。残念ながら佃煮は今の日本の食卓から消

えつつある。日本でさえ薄れていくものが世界に出られ

るわけがない。これに気が付いた時は正直焦った。

だが、よく観察してみれば、佃煮はご飯のおかずで完

結しているばかりでなく、酒の肴としても用いられてい

る。我々作り手が『ご飯に佃煮』と唱えているだけで、

消費者は自由な発想で楽しんでいるのだ。であれば、『酒

に佃煮』だっていいじゃないか。そんな視点で世界を見

ると、世界にはさまざまなお酒があり、佃煮をそれに応

じた食べ方にアレンジして発信したくなってきた。」

昨年の暮れ、平松食品に嬉しい知らせが届いた。国に

申請していた「地域産業資源活用事業計画」が、見事、

認定されたのだ。その事業計画のタイトルは、『「世界の

食卓につくだ煮を」－三河つくだ煮の創造的革新による

国内外マーケットの開拓－』。平松社長の熱い想いそのも

のを表したものである。夢の実現は、いよいよ実行段階

図表３.４　「平松食品」の海外進出時の課題と、その解決策
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に来た。

これまで見てきた愛知県のグローバル化に関するマク

ロ環境と食品関連企業3社の事例を整理すると、愛知の

食のグローバル展開を、これからさらに発展、高度化し

ていくために必要な、次の『4つの力』が浮かび上がっ

てきた。

『４つの力』

①『融合力』……なんでも飲み込み、ハイブリッド

化してしまうのが特技

②『変革力』……需要の本質を見極めたら、自らを

ためらいなく変える

③『品質力』……群を抜く徹底した安全・安心意識

は、無意識に備わる

④『地元力』……生まれ故郷を愛し、出先も同じぐ

らいに愛す

①名古屋めしが、東西の食文化の「融合」によって生ま

れたように、

・小淺商事は、中国の波浪条件に合う養殖法に、日本

の養殖技術を織り交ぜた

・あいやは、下山の茶葉と、岡崎の石臼と、西尾の製

茶をミックスさせた

・平松食品は、佃煮をクラッカーに乗せ、“テリヤキの

ような味”と称して紹介した

トヨタがハイブリッドカー「プリウス」を、“21世紀

に間に合いました”とのキャッチコピーとともに世に送

り出した時と同じ90年代の後半、愛知の食もまた、新た

な「融合」に取り組み始めていた。名古屋めしは、これ

からも次々と新しい食材、メニューが生まれてくること

を予感させる。

②愛知が万博などを通じて草の根レベルから環境のまち

へと「変革」してきたように、

・小淺商事は、自ら苦労して手がけた海苔取引所を、

あっさり現地の協会に引き継いだ

・あいやは、抹茶の伝統を守りつつ、それだけに安住

することを強く拒んだ

・平松食品は、佃煮を「つくだ煮」と名を変え、魚料

理のひとつであると考えた

保守的だといわれる愛知は、確かに慎重であり堅実で

あるが、ここぞという機を見た時には、多少条件が整う

前であっても、一気呵成に「変革」させてしまう強さを

併せ持っている。

③ものづくり愛知が、見せ掛けではない、高度な「品質」

によって維持されてきたように、

・小淺商事は、まったく異なる価値観の漁民達に対し、

根気強く品質を説いた

・あいやは、当初不可能とされた有機無農薬の茶葉を

開発し、世界に認められた

・平松食品は、すべての源泉となる自社社員を育成し、

品質を世界レベルにまで高めた

日本企業の海外進出といえば、所得格差を前提とした

安い労働力確保のためだと思われがちだが、3社はそう

ではない。いずれも新たな市場としての海外を求めてい

る。食品の場合、最近では「フードマイレージ」という

一次産品から最終消費までの移動コストを考慮するとい

った考え方があるように、根本的には地産池消であるこ

とがあらゆる面で理想となる。この理想をも越えて世界

に送り出す以上、「品質」へのこだわりは絶対の条件なの

である。

④“グローバルトヨタ”が「地元」と世界とがそれぞれ

確立した共存共栄を図るように、

・小淺商事は、成功するまで二度と戻らない覚悟で連

雲港に赴いた

・あいやは、日本人の抹茶観を押し付けず、好きなよ

うに使ってもらった

・平松食品は、現地には現地のやり方があると考え、

自ら直接の営業はしなかった

尾張・三河が生んだ三英傑（織田信長、豊臣秀吉、徳

川家康）は、いずれも最終的には生まれ故郷とは異なる

地に居城を構えることで勢力を飛躍的に向上させ、磐石

な体制を築こうとした。その精神が宿るかのごとく、3

4 これからの愛知の食のグローバル展開
を成功させるための『4つの力』
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社は自らのポテンシャルが最大に生かせる場所を、世界

を見渡し探し求めた。これこそまさに、保守的で表面的

な郷土愛をふりかざすよりも、よほど「地元」を愛する

がゆえ、なせることなのではないだろうか。

以上の『4つの力』をもって、愛知の食のグローバル

戦略をテーマにしてまとめてきた本稿の結論とさせてい

ただく。

今回、このテーマに取り組むにあたっては、食のグロ

ーバル化の前提に立って、改めて愛知県というものを

様々な角度から見直してみた。すると、愛知県以外の他

の都道府県の魅力についても初めて知ることが多々あり、

つい余分なことまで調べてしまうようなことも少なくな

かった。

しかし、この発散は結果として非常に良かったと考え

る。なぜならば、各地の魅力の裏側・背景には、意外な

ほどに酷似した「現代の日本の食が抱える問題」が、必

ず待ち受けていたからである。

この日本という国には、各地域それぞれの特色を生か

したそれぞれ固有の魅力が数多く、しかも、かなり均等

に公平に分散して点在している。だが、問題なのは、そ

うした魅力をうまく生かしきれていない地域が実に多い

ことである。

つまり、愛知県は、いま日本の中で最も元気な地域だ

とされているが、それは単に自らの魅力を引き出すこと

に、今のところ少しだけ長けているからに過ぎないのか

と思う。だが、その長けた部分のグローバル化に関する

ポイントが、もし仮に上述した『4つの力』に集約され

ているとするならば、それは即ち、愛知以外の都道府県、

特に地方に所在する企業にとっても、この『4つの力』

が世界への道を辿るための一助になるのではないだろう

か。
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